
（平成１５年４月１１日現在）検討会の検討状況

司法制度改革推進本部事務局

名 称 これまでの検討状況 今後の予定

知的財産訴訟検討会 １ 検討経過 次回以降、順次、知的財産訴訟の在り方に
これまで６回の検討会を開催し、知的財産 ついての検討、知的財産訴訟外国法制研究会

訴訟制度に関する問題点について、産業界及 の報告を行う予定である。
び関係機関等からのヒアリングを行い、知的

、財産関連訴訟の更なる充実・迅速化に向けて
検討を行っている。

２ 検討内容
侵害訴訟における無効の判断と無効審判の

関係等に関する検討、専門家が裁判官をサポ
ートするための訴訟手続への新たな参加制度
に関する検討、侵害行為の立証の容易化のた
めの方策の検討が行われた。

労働検討会 １ 検討経過 検討すべき論点項目の中間的な整理に基づ
これまで１８回の会議を開催し、労働関係 き、引き続き、各論について２巡目の検討を

紛争処理制度の現状、問題点等に関する関係 行う予定である。
機関等からヒアリング、検討すべき論点項目
の中間的な整理等を行った後、論点項目に即
して、各論点について１巡目の検討を行い、
現在、各論の２巡目の検討を行っている。

２ 検討内容
各論の１巡目の検討では、①導入すべき労

働調停の在り方、②雇用・労使関係に関する
専門的な知識経験を有する者の関与する裁判
制度の導入の当否、③労働関係事件固有の訴
訟手続の整備の要否、④労働委員会の救済命
令に対する司法審査の在り方について、その
基本的な考え方や制度上の論点の検討が行わ
れた。

司法アクセス検討会 １ 検討経過 ①司法の利用相談窓口・情報提供、②民事
これまで 回の会議を開催し、訴え提起の 法律扶助の拡充、③弁護士報酬の敗訴者負担13

手数料、訴訟費用額確定手続、簡易裁判所の の取扱いについて検討を進める予定である。
機能の拡充、弁護士報酬の敗訴者負担の取扱
い、司法の利用に関する相談窓口・情報提
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供、民事法律扶助の拡充等について議論を行
った。

２ 検討内容
訴え提起の手数料、訴訟費用額確定手続、

簡易裁判所の事物管轄拡大について、見直し
に関する方向性が示された。

ＡＤＲ検討会 １ 検討経過 これまでの議論を踏まえて、ＡＤＲの制度
これまで１４回の会議を開催し、ＡＤＲ機 基盤整備に関する基本的方向性や法制度に関

関やユーザー、専門家等からのヒアリング、 する検討を深めていく予定である。
民間ＡＤＲに対するアンケート調査結果の報
告等を交えつつ、ＡＤＲに関する基本理念、
法的効果（時効中断効・執行力）の付与、裁
判手続との連携、専門家の活用等についての
検討等を行っている。

２ 検討内容
ＡＤＲの利用促進、裁判手続との連携強化

のための基本的な枠組みに関わると考えられ
る論点について、ＡＤＲの現状把握に努めつ
つ、ＡＤＲのあるべき姿を見据えて幅広く議
論を行ったところである。

仲裁検討会 １ 検討経過 開催が必要となった場合には、随時開催す
これまで１３回の会議を開催し、仲裁法制 る予定である。

全般にわたり、論点の検討 「仲裁法制に関、
する中間とりまとめ」の作成、意見募集及び
その結果の報告、消費者仲裁合意及び個別労
働関係紛争に関する特則についてのヒアリン
グ等を行った。

２ 検討内容
仲裁法案概要（案）が了承された。

行政訴訟検討会 １ 検討経過 第１３回の検討会以降、これまでの議論の
これまで１５回の検討会を開催し、有識者 結果を踏まえ、さらに論点についての検討を

等のヒアリング、外国事情調査結果及び意見 深めているところである。
募集結果の報告等を経て、論点についての検
討に入っている。

２ 検討内容
、第８回から第１２回までの検討会において

論点についての検討を一通り終えた状況であ
る。

裁判員制度・刑事検討会 １ 検討経過 引き続き、刑事訴訟手続への新たな参加制
これまで１５回の会議を開催し、公訴提起 度の導入、刑事裁判の充実・迅速化の順に、
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の在り方、刑事訴訟手続への新たな参加制度 より具体的な検討を行う予定である。
の導入及び刑事裁判の充実・迅速化について
の主要論点に関する検討を行った。また、主
要論点に関するヒアリングを行うとともに、
昨年８月１日から１０月３１日にかけて当面
の論点に関する意見募集を実施した。本年か
ら、主要論点に関する検討を踏まえ、事務局
の作成した議論のたたき台を素材として、よ
り細かな論点をも含めた検討を開始し、まず
公訴提起の在り方について検討を行い、引き
続き、刑事訴訟手続への新たな参加制度の導
入の検討を行っている。

， 、さらに 本年４月１日から５月３１日まで
裁判員制度及び検察審査会制度に関し、たた
き台を踏まえた意見を募集している。

２ 検討内容
昨年までに、新制度の大きな骨組みに関わ

ると考えられる論点についての議論がなされ
ている状況である。

公的弁護制度検討会 １ 検討経過 引き続き、議論のたたき台「公的弁護制度
これまで８回の会議を開催し、検討事項の について（１ 」を素材として検討を進める）

説明、当面の検討の在り方についての議論等 予定である。
を行った後、被疑者に対する公的弁護制度の
対象事件、公的弁護制度の担い手である弁護
士の確保方策、公的弁護制度下での弁護人の
選任要件、弁護活動の在り方、公的弁護制度
の運営主体、公的付添人制度等について検討
を行い、また、関係機関等からヒアリングを
行うとともに、意見募集（平成15年１月10日
から３月20日まで）を実施した。その後、各
テーマごとに具体的制度設計に向けた議論の
たたき台を示して検討を行っている。

２ 検討内容
新制度の大きな骨組みに関わると考えられ

る論点についてひととおりの議論を終え、公
的弁護制度についての二巡目の議論がなされ
ている状況である。

国際化検討会 １ 検討経過 引き続き、法整備支援の推進等について議
これまで 回の会議を開催し、検討事項・ 論を行う予定である。13

検討スケジュール・検討の進め方についての
議論、外弁制度・法整備支援の現状等につい
ての説明を行った後、弁護士と外国法事務弁
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護士等との提携・協働について特定共同事業
事務所を営む弁護士と外国法事務弁護士、企
業、関係団体、有識者等のヒアリング、論点
項目の議論を行った。
また、法整備支援の推進等についての検討

を開始した。
２ 検討内容

弁護士と外国法事務弁護士の提携・協働の
推進について検討会の議論の方向性が示され
た。

法曹養成検討会 １ 検討経過 司法修習生の給費制の在り方等について、
これまで１７回の会議を開催し、法科大学 引き続き検討する予定である｡

院・司法試験・第三者評価（適格認定）の在
り方及び司法修習に関する検討を行った。

２ 検討内容
法科大学院の第三者評価（適格認定 ・司）

法試験の在り方について意見の整理を行った
上で、法科大学院の教育と司法試験等との連
携等に関する法律案、司法試験法及び裁判所
法の一部を改正する法律案について、それぞ
れ骨子を取りまとめた（平成１４年１１月２
９日成立 。）
また、法科大学院への裁判官及び検察官そ

の他の一般職の国家公務員の派遣に関する法
律案について立案の基本方針を確認した （平。
成１５年３月１４日国会に提出）

法曹制度検討会 １ 検討経過 引き続き、弁護士の執務態勢の強化・専門
これまで１７回の会議を開催し、弁護士法 性の強化等について検討する予定である。

改正問題、民事調停・家事調停の分野にいわ
ゆる非常勤裁判官制度を導入するための法改

、 、正の方向性等について検討を行い 引き続き
裁判官制度問題等の検討を行っている。

２ 検討内容
、 、弁護士の活動領域の拡大 綱紀・懲戒手続

報酬規定の削除、弁護士資格の特例の拡充に
ついて、法改正の方向性の整理が行われ、弁
護士が、民事・家事調停事件に関し、非常勤
の形態で調停手続を主宰できる制度とするた
めの法改正の方向性が出された。弁護士報酬
の透明化・合理化について、日弁連の検討状

、 。況を踏まえて検討し その方向性を了承した
判事の給源の多様化・多元化、裁判官の任命



手続の見直し等について、最高裁等の検討状
、 。 、況を踏まえて検討し これを了承した また

、 、裁判所 検察庁等の人的体制の充実について
最高裁、法務省から説明がなされ検討を行っ
た。
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